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本研究は、自然災害に対して多11:防災や減災の考えが椴進される中で、被災地の復興の現場

では、迅速な復旧・復興の併爾や事業の実篤が求められ、地織の多様性の十分な検討や合意形

成が行われないまま復興事業が決定してい〈現状があり、平時からの復興のプロセスの検討が

求められていることから、緯波災害後の災害危険区繊の内外の復興事例を迦じて、再来伎のあ

る災害に対する備えと生活再建・地域再建の実極を明らかにし、地域や個人がどのように9ス

クを偲知し、行動を取っでいるかを示すとともに、自然災害後に安全主生活再惣・地織再建が

両立するために考慮すべき次項を、日スタ祝念を用いて明らかにするこkを低みた.

本研究では、地宅配の安全と生活再建・勉峻再建の検討渇程における住民や地織の判断を、 P

スク紙念を用いて体系的に分割干した.分析にあたっては、リスクを、 『領在あるいは潜在して

いる望ましくない影響j、Pスク認知を、 『事故、棒害、異?君事強など、望ましくない事象を

完全させる P スタ対象に関する主観的な判断J としてlî:~書するとともに、日スクマネジメント

におけるPスタ経減 (RiskReduction)、日スク回避 (RiskAvoidance)、Hスク転嫁{買isk

T四回fer)、Pスタ受話量 (RiskAcceptance)に対応する妨災行動を定義している.以上は第1

.序諭としてまとめた.

~2隼では、第3宣告以下で、 P スク認知、 P スク受容視点から分野を進める際に、被災地を

災害危険区織の内外の区分ごとに分析を進めてい〈ために、被災地の災害後の土極利用規制の

状況を示した.J主体的には、来日本大震災の棒波で被災した砦字、宮城、福島の3擦を対象I~、

住民にkって H スク問~'!1スク受理事行動が能動的な判断に~ねられる災害危険広域外の状況、

及び、受動的に危険性を規定され!1-^タ回避行動を求められる災害危険区域内の状況について、

池波浸水地における災害危険区域の指定面積と、人的被害・住家被害普及び可住地割合の関速性

を、l'=穣及び沿岸部の縫形特性で分類した地域区分別I~分析した.その結果、浸水面積に対す

る災害危険区波の指定率は、人的被害より住家被害との相関が強かった.また可住地割合との

関係では、治洋郷に平野織が広がり可住勉割合の高い宮城県中南部及'CJ'福島県では、災害危険

区域の浸水地に対する指定寧が低いのに比ベ、 Pアス式の地形で可住地割合の低い三陸治岸却

では災害危険区域の指定.がiOi<、その中でも務手県よ事宮城県北書官のほうが浅水地に対する

災害危険区繊の指定率が高いこkを明らかにした.

第3傘 r津波被災後の地機安全榔樋程の分析』では、津波被災後に高台移転による被災F
スタ回避を遜侠し、地織の主要な区域が災害危険区域に指定されることとな。た岩手県大船渡

布赤崎地区における地媛の安全性の検討過程をヒアリング調査から分析し、ー応の合意形成は

図られているものの、復興の事業スキームに則った泊域復興の検討では、絶滅の継続性の確保

に限界があることを示した。

次いで第4爺『津波被災後の居住地選択と防災行動の分析』では、泳波紋災後I~災害危険区

域に指定されなかった、宮織県気仙沼市南郷地区を声J象に、潟I波被災Pスク認知とリスク回避・
リスク受容行動である居住地道択の要因を分析し、加えてP只タ経減、日スタ転線、 Fスク受
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容行動である防災行動をアンケート鯛査から分析を行った.

被災後の居住地選択には、従前建物の被害状況が大き〈影響しており、 Pスク認知度の高低

による影轡は硲認できなかった.一方でPスタ認知が高いほど遜銀行動h の指向が他の防災事
業や災害h の備えよりif6くなっており、実際の避難もより安全と考える場所に行っていた.ま

た、リスクjg知が商いほど保険加入‘避難のための備えなどYフト的な対応が取られていた.

一方でPスタを認知していても住民自身による、土地縮上げ、建物補強のハード的な対策を怒
る事が難し〈、被災直後の自主的な対応には限界があるととから、建物更新時の務上げへの支

援なと、長期的な視点で見た安全商への誘溝の必要憶を指摘した.

第5牽『災害復興における安全被保と地峨再:mの選択分析』では、宮城県気仙沼市内の2つ
の勉区を対象に、節調書堤建設iとより被災Pスタ回避を進めようとする行政組織と、防潮緩建設

により地域再建を阻むPスタが発生するため、遊覧E行動によ哲添波被災Pスタを受け入れよう

とする地域組織との復興主体のりスタ箆知の構図を、ヒアロング綱Eをから明らかにした.

住民グループが地域修会の継続のために災害によって生じている、就いほ助長されると考え

ている問題を、将来の安全性も含み包括的に捉え地織再建のためのリスクを減らそうと行動を

行っているのに対し、復興事業の実施主体である公的機関の施策は津波防御に偏ったかたちで

進んでおり、住民グJレープにとっては防潮堤強依により生じる地域再建に対する日スタ認知度

が、将来の浸水9スク18:知度を上回り、 Pスタ回避行動を行っていることを明らかにし、地繊

状況を量苦慮した安全確保方法の検討の必要性を指摘した.

以上のように事研究では、東日本大震災の復興の事例から、安全性磁保のために取られた猪

樫が、地埼置の復興を遅らせていること、復興!J~タと安全性の検討が涛波防御に傭った形て骨

われ，ている中で、住民が被災!J~クをまE知していても居住を継続し自ら備えを行っていること、

事業主体である行政と住民の関にはFスタ箆知のギヤyプがあること、また、地綾住民らが被

災Pスタと地域再建のPスタを比絞し、 Pスタを受容する判断を行っているこkを明らかにし

た.

本研究で腕らかになったことは、被災後、あるいは被災Pスタがある地域における、持続的

な社会の実現1::'向けた防災の在り方の検討に寄与すると考えられる.

今後の研究上の課題として、被災後のPスタ思知の変化の把握や、日スクの定量的な評価方

法、参加型車手法による P スク特定方法や安全被保方法の樹投合む、復興の!J~?::Iミュエケ

ーションモデルの構築などが考えられる。
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本研究は、自然災害に対して平時や国際的な潮流としては、地域の継続性や多様性を考慮した上でよ多

重防災や滋災の考えが鯵進される中で、実際の被災地の復興の努湯では~迅速な復旧・復興の111露首や事業
の実施が求められ、十分な検討や合意形成が行われないままに復興事業が決定していく現状に対し、平時

からの俊興のプロセスの検討が求められているこkから、棒波災害後の災害危険区桜の内外の復興事例を
通じて、再来性のある災害に対する備えと生活蒋熔・地境再建の実録を明らかにし、地域や個人がどのよ

うにP只タを認知し、行動を取っているかを示すとともに、自然災害後iこ安全と生活再建・地域再鎗が両
立するために考慮すベき事項を、リスタ慨念を用いて明らカ斗こしている.

第1章F宇治では、近年の事前災害事に対する考え方と来日本大震災以降の津波に対する考え方をまとめ、
復興の漢語では画一的な考えで海波への対応が図られている点を8¥題として示した上で、これまでの災害
復興と生活・地峻再建における既往溺究をsつに分類し、本研究が、危富良性判断の制度的な決定により現
地再建が左右され、移転の場合E時i便性のよい場所から感い場所への移転を促すものであり、現地再漣で
あっても徐波防御の考え方から行教と住民聞でおきる往諮の背景を分析し、復興.(1)制度下のPスタマネジ
メントとしての住民の選択の籾究であることの独自性を示している.

また抱般の安全と生活再建・池峨再建の検討溢穏における住民や泡繊の判断を、リスク椀念を用いて体

系的に分析するために、リスク理鎗の発展と社会科学分野と自然科学分野におけるリスクの考え方の遮

い、科学技術が発展する中でのPスクアセスメシト技術k湿潤の繰E置を聾望書している.その上で、リスク
を、 『顕在あるいは潜在している認ましくない影響j、Pスタ認知を、 f事故、担軽帯、異常事1l!iなど、望
ましくない事象を書量生させる日スタ対象iζ関する主観的な判断Jとして定義するkともに、 Pスタ (R拙)
とPスタ認知低is晶Pereepuon)、対抗Pスク(Counte四'ailRi樹、ロスタマネジメントにおける担ス
ク軽減(RiskReduction)、Fスタ図遜(RiskAvoidau<叫、 Pスタ転嫁 (RiskTran品。、リスク受
容(RiskA<∞eptanぽ〕の災害復興期における関係性の枠組みを提示し、院総研究の般理を行った上で、
本研究における分析の関係憶を示している.

第2量管では、第3.以下で、リスク紹知、 Pスタ3t容視点から分析を進める際に、彼災地を災審危険区
域の内外の区分ごとに分併を進めていくために、被災泡の災害Fftの土地利m規制の状況を示している.具
体的には、来日本大震災の捨波で鍍災した砦手、官城、福島の3県を対象』と、住民にとってPスク図瞳-
Pスタ受容行動が能動的な判断に委ねられる災害危験区続外の状況、及び、受動的に危険性を規定されリ
スク回避行動を求められる災害危倹区威内の状況について、海波浸水池における災害危検区織の指定面積

k 、人的被害・住家彼簿及び可住地訴合の随逮位を、県竣及び沿岸部の地形特性で分類した地域区分別に
分析している。その結果、浸水商務に対する災害危険区成の指定率は、人的被害よりも住家被害との相関

が強いことを示している.また可住鎗割合との関係では、沿岸部に平野慨が広がり可住地総合の商い宮城

県中南部副湘島県でほ、災省危放区域の浸水地に対する指定率が船、のに比べ、 Fアス式の地形で可住
地銀合の低い三陸沿岸郷では災害危験区域の指定率が高〈、その中でも岩手県より宮城県北郊のほうが、

浸水地に対する災害危険区波畑幸旨定率が痛いこkを明らかにしている.
ー第3傘「縁波被災後の地域安全検討過程の分続』で位、鯵渡被災後に高台移転による被災リスク回避を

選択し、地繊の主褒な区犠~;ðt災容危険区域に指定されることとなった岩手県大鉛渡市赤筋地区中赤崎にお
ける地繊の安全性の験対過忽を参与観察及びヒアリング調査から分併している.中赤織では被災後に行政

から示された道路かさ上げによる2線寝袋1::.対し、その利便性のi!¥さから住民総織からはp道路1=加えて
土地そのものをかさ上げする2震が提示されていたが、現行の道路をかさよげしようとするとすでに再建し
ている建物に影響が及ぶことに加えー土勉そのものをかき上げする事業メ:'!Lーがないことから、結果と

して高台への移転が遣決されていた.計画決定後も絶域活動は行われていたが地績からの人口減出は続い

ており、池波再建方法の住民合意というプロセスは取っているものの、地域の事情に対応しない、復興の
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事禦スキームに且iった康雄街吾雇議複Jlの議爾では、地域の継続伎の確保に級界

があることを示している.

第4毒tr祢波被災後の腸住地週択と防災意織・防災行動の分~j では、槍語量彼災後
に災軍事危険区嫌に指定

されなかった、宮披覇色気仙沼市南郷地区を対象に、津波被災Pスタ路知とりスク回
避・ Hスタ受容行動であ

る居住地選択の要因を分析し、加えてPスタ経減、 Pスタ転線、リスク受容行動である防
災行動をアンケー

ト調査から明らかにし、分析を行っている.被災後の居住地湿釈に
は、従前建物の被筈状況が大きく影響し

ており、生活の基盤である住まいの確保の必要性が彼災Pスタの受容を促していることを
示す一方で、日ス

ク認知度の高低による影響は確徳されなかった.加えて Pスタ~知が高いほど避鍵行動への指向が他の防災

事業や災害への鍬えより商くなってお曹、実際の避難もより安全と
考える場所に行っていることを明らかに

している.またHスクl!B知が揃いほど保険加入、選鍵のための備えなどソフ
ト的な対応が取られている一方

で、リスタを.fg知していても住民自身による、土地海上げや建物補
強等のハ戸ド的な対策を取る事まで及ん

でいないことを示し、建物更新E舎の蹴上げへの支援なと、長期的な
筏点で見た安全面A の誘導の必要性があ

ることを指摘している.

第5章『災害復興における安全滅君主主総減再建の選択分析jでは、
宮城島高気仙沼市内の2つの地区を対象

に、防潮騒建設により被災りスタ回選を進めようとする行政組織と
、防潮爆建設により地核再建を鼠む9ス

タが発生するため、選緩行動により津波敏災Pスタを受け入れようとする地域総織
との復興主体のりスタa

"'1の構図を、ヒアPング網釜から明らかにしている.住民グループが地紙社会の継続のために災害によって
生じている或いは助長されると考えている閑魁を、将来の安全性

も含み包脚悦捉え地域再建のためのリス

クを減らそうと行動を行っているのに対し、復興事業の実総主体で
ある公偽機関の施鰭は棒波防御に偏った

かたちで進んでお号、住民グループにとっては防潮堤建設により生
じる地戚再建に対するPスタ総抑度が、

将来の浸水リスクs知度を上回り、 Pスク回避行動を行っていることを明らかにし、地
緩状況を考慮した安

全確保方法の検討の必要性を指摘している.

第6寧では、第2寧から第5.の成果をまとめると共に、災害復興におけ
る安全と生活・地域再建の両立

位向けて、樟主主防御に偏った東日本大震災のl!ni主への対応を市議叡計約jである
と示し、地械の継続性や

多機般に対応するためには、地織の在り方に対して安全を様保する
ための性能を考える『性能設計約j対応

の必要性を示している.

以上から本研究では、荒田;本大震災の復興の事例から、災害危険区
域の指定が可住地割合が低いほど住宅

の再建tζ負の方向に働いていることや、復興事業綱度の綬直性が地域の
継続を隠んでいること、復興期にお

けるPスタと安全性の検討が告書波防御に信った形で行われていること、住民が被災
Pスタを認知していても

居住を継続し自ら俄えを行っていること、地繊住民らが被災Fスタと地穣再建のPスタを
比較しリスクを受

容する判断を行っていること、主た事桑主体である行政と住民の問
にはPスタ認細のギャップがあることを

明らかにしており、今後の災密復興及び」被災リスクがある地械
における事前復興の掛樽に貢歓できるE重

要な知見を得たものとして倒閣直ある集積である.提出された論文は
工学研究科学位治文評価基準を溺たして

おり，学位申踏者の荒木総子は，博士{学術}の学位を得る資格が
あると認める.




